
令和５年度 兵庫県建設業育成魅力アップ協議会 事業報告 

 

Ⅰ 事業の実施状況 

 

１ 総括 

令和５年度は、「建設業の魅力発信の拡充・強化」など３事業 24の事業メニュー

に取り組んだ。 

例年同様、工業高校への建設業魅力説明会や資格取得支援講習会等は概ね予定通

り実施できた一方、ここ数年新型コロナウイルス感染症拡大の影響で実施できなか

った事業も、一部ではあるが開催することができた。 

高校新卒者の求人に対する充足率は、近年の求人数の増加に加え、他産業との競

合、少子化に伴い専門学校や大学への間口が広がっていること等により、近年 20％

を下回る傾向にある。なお、厚生労働省の調査では、高校新卒者（R4.3卒）の全業

種に占める建設業への就職の割合は昨年度よりわずかに減少している。 

 

 

（建設業における高校新卒者の充足率等の推移） 

区 分 H31.3卒 R2.3卒 R3.3卒 R4.3卒 R5.3卒 製造業・R5 

全 

国 

建設業就職者数(A) 12,682  13,113  13,761 12,332 11,237 56,281 

 〃 求人数(B) 68,211  73,106  73,027 75,056 81,102 142,027 

充足率(A/B) 18.6% 17.9% 18.8% 16.4% 13.9% 39.6% 

（全業種就職者数(C)) (170,641) (166,695) (145,761) (134,108) (126,675) (同左) 

（全業種に占める割合

(A/C)) 
(7.4%) (7.9%) (9.4%) (9.2%) (8.9%) (44.4%) 

兵
庫
県 

建設業就職者数(A) 357  377  427 370 302 2,038  

 〃 求人数(B) 1,941  2,359  2,304 2,245 2,530 6,270  

充足率(A/B) 18.4% 16.0% 18.5% 16.5% 11.9% 32.5% 

（全業種就職者数(C)) (5,792) (5,512) (4,998) (4,386) (4,369) (同左) 

（全業種に占める割合

(A/C)) 
(6.2%) (6.8%) (8.5%) (8.4%) (6.9%) (46.6%) 

（出典：厚生労働省 令和 5 年度「高校・中学新卒者の求人・求職状況」取りまとめ  

 

 

【主な事業の結果】 

① 建設業の魅力発信の拡充・強化 

神戸新聞紙面を活用して、建設業に携わる人（特に技能者等に着目）の活躍 

ぶり等を３回にわたって紹介を予定している。 

すでに集計した読者アンケートでは「この広告を読んで、初めて ICT、情報通

信技術化を知りました。」「建設分野でも ICT 化が進んでいるんですね。仕事が

安全、安心に、スピードアップ出来そうですね。」「建設業で ICT が導入されて

人件費や時間の削減ができ、また安全で若い人たちが活躍できる様子が分かりま

した。」などの声が寄せられ、建設業について興味を持っていただく機会とな

り、イメージアップに繋がった。 

 

(単位：人、％) 



② 工業高校生等に重点を置いた高校新卒者の入職促進 

現役の技術者・技能者が工業高校、定時制高校、農業土木系学科高校に出向い

て、建設業の魅力を伝える説明会を 8校 10回（参加者 386人）開催した。（令和

4年度：8校 11回 参加者 393名） 

参加者アンケートによると「建設業のイメージがよい」との回答者の割合が、

説明会前後で 40.0％から 2倍超の 87.1％になるなど、建設業のイメージアップ

に大きな成果があった。（令和 4年度：34.9％→81.7％）生徒からは「建設業界

へ就職する不安要素がかなり減りました。」「建設業界に入るつもりはなかったけ

れど、内容を聞き興味が湧きました。」など多くの好意的な感想が寄せられた。 

加えて、県内工業高校生を対象に建設業への入職促進に繋がる２級土木施工管

理技士・建築施工管理技士の学科試験に向けた講習会（傾向と対策等）を 6校 9

回（204人）開催した。（令和 4年度：5校 8回 参加者 177名。試験結果につい

ては現在調査中）引き続き講義内容や実施期間など希望校の意向を踏まえた開催

内容の充実を図る。 

 

③ 建設技能者の確保・育成 

若年未就業者を期間雇用（アルバイト雇用）した建設業者に対する補助事業 

では、6社から申請を受付け、内 2名が正規雇用されている。（令和 4年度：2社

申請、内 1名が正規雇用。残り 1名は事業期間中に退職。） 

また、三田建設技能研修センターが実施する合同研修では、新入社員を対象と

した「建設業入職者長期研修」、入職 1～3年目を対象とした「若手技術者実務研

修」、入職 3～5年目を対象とした「リカレント（学び直し）講習」の 3事業に延

べ 122名が受講し、技能者の確保・育成に一定の成果があった。  

 

 

２ 個別の事業  別紙のとおり 

 

 

３ 今後の課題 

(1) 建設業の魅力発信の拡充・強化 

建設業は「きつい・汚い・危険」のいわゆる３Ｋなど、未だにマイナスの印 

象を持たれていることが多いため、幅広い世代に対して、業界全体で取り組んで

いる建設業の魅力などを継続して伝えていくことが必要である。 

また、女性の建設業への入職者は、男性と比較して少ないことから、引き続き

女性に対して建設業の魅力を伝えることも必要である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 就職者数 

全産業(A) 

就職者数 

建設業(B) 

R4.3 卒建設業への 

入職率(B/A) 

R5.3 卒建設業への 

入職率(B/A) 

高卒者(男性)：全国 77,938 9,706 13.2 12.5 

高卒者(女性)：全国 48,737 1,531 3.0 3.1 

高卒者(男性)：兵庫県 2,886 272 11.8 9.4 

高卒者(女性)：兵庫県 1,483 30 1.9 2.0 

（産業別・都道府県別就職者数） 

 

（単位：人、％） 

 

（厚生労働省職業安定業務統計 令和 5年 3月新規高卒者） 



(2) 工業高校生等に重点をおいた高校新卒者等の入職促進 

県内工業高校建設系学科卒業生のうち建設業への就職者数及び就職率は、H31

年(令和元年)度の 58.7％から令和 2年度は 74.0％、令和 3年度は 71.5％、令和

4年度は 71.2％となっており、3年連続で就職希望者の 7割が建設業へと就職し

ている。インターンシップの受入れや出前説明会、保護者向け現場見学会等の開

催などに引き続き取り組み、建設業への理解や興味・関心を深め、入職促進に繋

げていくことが重要である。 

特に高校生の進路決定には保護者や教員の影響も強いことから、幅広い層に対

してイメージアップを図ることが今後の入職促進に繋がると考えられる。 

また、地域によっては、普通科や農業土木系学科からの入職も考えられること

から、普通科等の高校生に対する出前説明会を開催し、建設業への興味・関心の

喚起により一層努める必要がある。 

さらに、定時制・通信制高校向けの魅力説明会や現場見学会、アルバイト雇用

など現場体験等を通じた入職促進・連携強化に引き続き取り組む必要がある。 

 

（県内工業高校建設系学科卒業生の就職状況〈進学者は除く〉） 

区 分 
R2 R3 R4 

建設業 他産業 率 建設業 他産業 率 建設業 他産業 率 

土 木 42 15 73.7 36 14 72.0 42 17 71.2 

建 築 54 15 78.3 50 9 84.7 48 14 77.4 

環境建設 36 11 76.6 19 19 50.0 23 12 65.7 

都市工学 13 9 59.1 21 7 75.0 18 7 72.0 

電気建設 

工学 
9 4 69.2 7 5 58.3 5 5 50.0 

計 154 54 74.0 133 53 71.5 136 55 71.2 

※R2年度より、電気建設工学科が新設。 

 

 

(3) 建設技能者の確保・育成 

専門工事業への若年者の就職については、厳しい状況が続いており、特に不 

足が著しい型枠、とび等の野丁場系人材については、業界が中心となり三田建設

技能研修センターと連携した人材確保・育成に取り組んでおり、今後も適切な役

割分担のもと関係機関が連携した取組を引き続き推進する必要がある。 

若年者については製造業等と比べると離職率が高いことから、業界が実施する

内定者向け研修会などに引き続き取り組み、若年者の定着促進に努める必要があ

る。 

 

（建設躯体工事の職業の有効求人倍率の推移） 

※建設躯体工事の職業：型枠工、とび工、鉄筋工等 

  ※生産工程の職業：製品製造・加工処理、金属材料製造等の職業 

（出典：厚生労働省 職業安定業務統計、労働市場月報ひょうご） 

区分 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

H30 

年度 

H31(R1) 

年度 

R2 

年度 

R3 

年度 

R4 

年度 

R5.1 月 

末 

生産工程の職業 

Ｒ5.1末 

国 7.23 8.00 10.19 11.19 11.12 9.29 9.25 10.46 10.16 1.78 

県 7.53 8.32 11.06 9.60 11.54 11.89 10.72 11.41 11.24 1.56 

(単位：倍) 

(単位：人、％) 

（出典：建設業育成魅力アップ協議会調査） 



Ⅱ 協議会の運営 

 １ 会議等の開催状況 

開催日 主な審議内容等 

令和 5年 

7月 5日 

・令和４年度事業報告 

・令和５年度事業取組状況 

令和 5年 

12月 4日 

・令和５年度事業取組状況報告（中間報告）等 

※書面開催 

令和 6年 

3月 11日 

・令和５年度事業取組状況報告 

・令和６年度事業取組計画（案） 

 


